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平成２１年３月１日制定 区長決定

要綱第４３８号

（目的）

第１条 この要綱は、品川区営住宅条例施行規則（平成１０年規則第１号。以下

「規則」という。）附則第５項に基づき、区営住宅の使用料を減額するために

必要な事項を定めることを目的とする。

（用語の意義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。

一 区営住宅 品川区営住宅条例（平成９年条例第３９号。以下「条例」とい

う。）で規定する品川区営住宅及び条例で規定する区営改良住宅

二 使用料額 公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号。以下「令」と

いう。）第２条の規定により算定した毎月の使用料の額又は令８条の規定に

より算定した毎月の使用料（第３条第１項第１号に規定する場合にあって

は条例第２９条第１項に規定する使用料及び条例第２９条第２項に規定す

る金銭、区営改良住宅にあっては品川区営住宅の使用料等の算定方法に関

する方針（以下「基本方針」という）二の規定により算定した額）の額

三 新使用料額 公営住宅施行令の一部を改正する政令（平成１９年政令第３

９１号。以下「改正政令」という。）による改正後の令（以下「新令」とい

う。）及び平成２０年国土交通省告示第４１０号（以下「改正告示」という。）

による改正後の平成８年建設省告示第１７８３号（以下「告示」という。）

（以下「新告示」という。）の規定により算定した使用料額。

四 旧使用料額 改正政令による改正前の令（以下「旧令」という。）及び改

正告示による改正前の告示（以下「旧告示」という。）の規定により算定し

た使用料額

五 本来使用料額 令第２条の規定により算定した毎月の使用料の額（区営改

良住宅にあっては基本方針二の規定により算定した額）

六 新本来使用料額 新令（第４条第１項第２号及び第３号に規定する場合に

あっては改正政令附則第３条を除く）及び新告示の規定により算定した本

来使用料額

七 基準本来使用料額 平成２２年３月３１日に適用されている本来使用料

額（第３条第１号による減額を受けている場合には減額後の額をいう）

（減額できる場合の基準）

第３条 この要綱により区営住宅の使用料を減額できる場合の基準は、次のと

おりとする。



一 平成２１年度における新使用料額が平成２１年度における旧使用料額を

超える場合。

二 平成２２年度から平成２５年度までの間の各年度における新本来使用料

額が基準本来使用料額を超える場合

三 平成２２年度から平成２７年度までの間の各年度における新本来使用料

額が基準本来使用料額を超える場合であって、かつ当該年度における新令

第２条第２項による使用者の収入の区分が当該年度における旧令第２条第

２項による使用者の収入の区分から２段階上昇する場合。

（減額する額）

第４条 区長、は前条各号に掲げる場合の使用料を、次の各号に定める額まで減

額する。

一 前条第１号に定める場合の平成２１年度の使用料額 平成２１年度にお

ける旧使用料額

二 前条第 2 号に定める場合の平成２２年度から平成２５年度までの本来使
用料額 次の表の上欄に掲げる年度の新本来使用料額から基準本来使用料

額を控除して得た額に同欄に掲げる年度の区分に応じて、それぞれ同表の

下欄に掲げる率を乗じて得た額に、基準本来使用料額を加えて得た額

年度 率

平成２２年度 ５分の１

平成２３年度 ５分の２

平成２４年度 ５分の３

平成２５年度 ５分の４

三 前条第３号に定める場合の平成２２年度から平成２７年度までの本来使

用料額 次の表の上欄に掲げる年度における新本来使用料額から基準本来

使用料額を控除して得た額に同欄に掲げる年度の区分に応じて、それぞれ

同表の下欄に掲げる率を乗じて得た額に、基準本来使用料額を加えて得た

額

年度 率

平成２２年度 ７分の１

平成２３年度 ７分の２

平成２４年度 ７分の３

平成２５年度 ７分の４

平成２６年度 ７分の５

平成２７年度 ７分の６

  附 則

この要綱は、決定の日から施行する。


